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《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

１　今までの成果
　・　開票事務で、読取分類機の活用及び人手を減らし、時間も短縮した。
　・　期日前投票事務や開票事務について、非常勤職員やアルバイト、人材派遣の活用を拡大
　　した。
　・　中学生による啓発活動を取り入れ、選挙の周知及び投票への関心を高めた。
２　指標分析を踏まえて
　・　効率的な選挙の執行と経費の削減。
　・　高齢者や障がい者等に配慮した、期日前投票所を含めた投票環境の改善。
　・　投票率向上に向けた効果的な啓発の検討。
  ・　投票用紙読取分類機の活用等による、開票時間の短縮と従事職員の削減。

25年度 26年度

投票者数／有権者数
23区平均54.19%、順位2位
目標値＝前回の投票率以上

投票者数／有権者数
23区平均58.23%、順位10位
目標値＝前回の投票率以上

17年度
49.07%

25年度
58.21%

投票者数／有権者数
(選挙日が異なる10区)
平均36.44%、順位6位
目標値＝過去4回平均＋4%

13年度
43.40%

16年度
43.72%

20年度
34.98%

24年度
31.66%

13年度
52.72%

投票者数／有権者数
23区平均61.91%、順位19位
目標値＝過去4回平均＋4%

分類についての説明・意見等

　公職選挙法に規定されている選挙の執行を行っているが、有権
者への投票環境の改善と、投開票事務の効率化を図る。
　また、投票率の向上に努めていくことが必要である。

21年度
都議会
17.95%

22年度
参議院
19.89%

25年度
58.72%

28年度
65.97%

25年度
20.92%

28年度
42.44%

期日前投票者数割合
24年度
区長
19.16%

19年度
57.99%

22年度
58.71%

17年度
64.01%

21年度
65.78%

24年度
衆議院
18.66%

15年度
58.54%

投票率(衆議院小選挙区)
24年度
59.55%

・　国政選挙における執行経費削減の対応
・　常時・選挙時における啓発の見直しを図る必要がある。
・　高齢者や障がい者の方を始めとした有権者に対する投票環境の改善を図る必要がある。
・　投票所及び期日前投票所の会場見直し
・　ポスター掲示場設置場所の見直し

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

推進 推進

指
　
　
　
　
標

投票率(都議会)

選挙管理委員会事務局
梅原 3410

施策名
部課名
課長名

施策No選挙の執行 13-03
内線

関連部課名

9年度
46.91%

13年度
50.37%

投票率(参議院都選出)

23年度 24年度 25年度
(見込み)

21年度
58.20%

行政評価
事業体系

分野 計画推進のために[Ⅶ]

政策 区民の主体的な区政参画と連携強化[13]

期日前投票者数／投票者数
目標値＝過去4回平均＋2%

22年度
指標に関する説明

　選挙を適正に執行するためには、常に正確な選挙人名簿の調製が必要である。また、高齢者や障
がい者の方を始めとした有権者に対する、投票環境を整備する必要がある。
　併せて、投票結果を速やかに有権者に対し知らせるため、開票事務の効率化が必要である。
　さらには、区民の政治・選挙への関心を高めるため、選挙のないときも含め啓発事業を実施し、
投票率向上に努める。

投票率(区長)

16年度
55.70%
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合　計

0 継続 継続
区議会議員（補欠選挙を
含む）選挙

12-01-09 0 28,791 継続

重点的
に推進

0 0 継続

12-01-07 359 227 推進

12-01-08 875

12-01-03

推進

485 534
重点的
に推進

推進

98 0 継続 継続

26年度

継続12-01-05 0 0

796 656 継続

12-01-04

25年度24年度

12,216

事務事業
No

施策推進のた
めの分類

日頃から区民の政治・選挙への
関心を高める。

①公職選挙法等に基づき、該当
者を定期的に登録し、閲覧用の
台帳を作成する。②検察審査会
法で規定されている。③裁判員
の参加する刑事裁判に関する法
律で規定されている。

地方自治法等に基づき適正に実
施する。

分類についての説明・意見等

地方自治法・条例等に基づき適
正に実施していく。

各自治体が負担する分担金で
ある。

23年度

選挙管理委員会事務局運
営

継続

事務事業名
決算額（千円）

12-01-02

12,216 継続

0

50,452

選挙人名簿調製事務
（①定時登録・在外選挙
人登録②検察審査員候補
者③裁判員候補者）

常時啓発（話しあい活
動）

直接請求審査事務

5 継続

都議会議員選挙

参議院議員選挙

衆議院議員選挙及び最高
裁判所裁判官国民審査

都知事選挙 12-01-11 31,739

12-01-10

区長選挙

施策を構成する事務事業の分類

委員長交際費

委員報酬（選挙管理委員
会委員）

57,957

52,931 継続

12-01-01

常時啓発（その他の啓
発）

常時啓発（協議会及び推
進委員）

12-01-06

継続

104,525 146,676

推進

継続

継続

継続

継続

0

0 0

12-01-14

公職選挙法等に基づき適正に執
行していくが、選挙事務の管理
執行に関しては、改善していく
必要がある。

継続

継続

継続

対象を限定し、適正な執行を行
う。

推進委員の協力を得るため、研
修会等を実施する。

ポスターコンクールを実施し、
若いうちから選挙に対し関心を
持ってもらう。

継続

12-01-12

公職選挙法等に基づき適正に執
行していくが、選挙事務の管理
執行に関しては、改善していく
必要がある。

公職選挙法等に基づき適正に執
行していくが、選挙事務の管理
執行に関しては、改善していく
必要がある。

継続

公職選挙法等に基づき適正に執
行していくが、選挙事務の管理
執行に関しては、改善していく
必要がある。

公職選挙法等に基づき適正に執
行していくが、選挙事務の管理
執行に関しては、改善していく
必要がある。

公職選挙法等に基づき適正に執
行していくが、選挙事務の管理
執行に関しては、改善していく
必要がある。

12-01-13


